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序　　　文

メキシコにおいて増大する水需要の問題は、大気汚染と同様に早急に解決を迫られている課題

であり、特に水利用の 65％を占める農業分野（農業開発はメキシコの国家開発計画の重要な柱と

位置づけられている）において、限られた水資源を有効に活用する方策を確立することはきわめ

て緊急かつ重要な課題となっています。また、農村地域では生活系排水による農業用水の汚染が

引き起こされており、メキシコ政府はわが国に対して、農村部における生活系排水などにかかる

汚水処理技術（排水の再生技術）の開発と農業用水資源有効利用システムの確立を目的に、水資源

の全般的な研究を行っている国立水工学研究所（IMTA）との研究協力を要請してきました。

メキシコ側の要請に対し、国際協力事業団は平成 7 年 12 月 1 日から 3 年間にわたり、研究協力

「農業用水資源有効活用」を実施しました。本件協力の終了にあたり、当事業団は協力実績の把握

や協力効果の評価を行うことを目的として、平成 11 年 3 月 1 日から 3 月 10 日まで農林水産省農

業工学研究所集落排水システム研究室長　端　憲二氏を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣

しました。

本報告書は、同調査団によるメキシコ政府関係者との協議および現地調査などの結果を取りま

とめたものです。この報告書が今後の協力実施の際の指針となるとともに、本件協力により達成

された成果がメキシコの発展に寄与することを祈念します。

本件協力および本調査の実施に際し、ご協力とご支援をいただいた内外の関係者の皆様に対し、

心から感謝の意を表します。

平成 11 年 3 月

国 際 協力事業団　　

理事　泉　堅二郎　　
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第 1 章　終了時評価調査団の派遣

1 － 1　調査団派遣の経緯

メキシコでは、生活水準の向上による水資源不足と水質悪化が問題となっており、農村部では、

農業用水が生活雑排水による汚染のため営農用水として利用できなくなるなど、深刻な問題が発

生している。また、国家開発計画でも重要な柱とされている農業開発部門において、有限な水資

源の有効活用を図ることが緊急かつ重要な課題となっている。

このような状況のなか、農業用も含めた水資源の全般的な研究を行っている国立水工学研究所

（IMTA）は、農業用水の水質改善に向けた汚水処理技術の開発を実施しているが、農村地域の適

正な水質改善技術はまだ十分なレベルには達していない。メキシコ政府は、わが国に対し、この

問題の緊急性・重要性にかんがみ、これらの現状を改善するための研究協力を要請してきた。

上記要請を受け、国際協力事業団は 1995 年 6 月 15 日にメキシコ国立水工学研究所と農業用水

資源有効活用研究協力に関する討議議事録（R ／ D）の署名交換を行い、同年 12 月 1 日より、農

村地域を対象とした汚水処理技術の改善を通して、有限な農業用水の有効利用を図るため、経済

性・管理性を踏まえたメキシコの農村地域に適した汚水処理システムを確立し、新しい農村地域

汚水処理システムの汎用、および普及を図る目的で本件研究協力が開始された。同研究協力事業

は 3 年間実施され、1998 年 11 月 30 日に終了した。

国際協力事業団は、本研究協力事業の成果を評価するため、1999 年 3 月 1 日から同 10 日まで農

林水産省農業工学研究所集落排水システム研究室長　端　憲二氏を団長とする終了時評価調査団を

派遣した。

1 － 2　調査の目的

（1）これまで実施した協力について、当初計画に照らし、プロジェクトの活動実績、受入体制、

カウンターパートへの技術移転状況などに関する終了時評価を行う。

（2）目標の達成度を評価したうえで今後の協力方針について相手国側と協議する。

（3）評価結果から教訓および提言などを導き出し、実施方法の改善について先方と協議し、協力

の指針などに資する。
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1 － 5　主要面談者

＜メキシコ側＞

環境天然資源漁業省（SEMARNAP）

Mr. Hugo Guzman Sandoval 国際協力局長

国家水委員会（CNA）

Dr. Luis Rendon Pimentel 灌漑部長

メキシコ外務省国際協力庁

Mr. Efrain del Angel Ramirez 次長

国立水工学研究所（IMTA）

Dr. Alvar Alberto Aldama Rodriguez 所長

Dr. Felipe I. Arreguin Cores 副所長

Mr. Antonio Ramirez Gonzalez 汚水処理部長

Mr. Jose Colli-Misset 汚水処理部研究員

Mr. Armando Gomez Navarrete 汚水処理部研究員

Mr. Xochilt Cisneros Estrada 灌漑排水部研究員

Mr. Jorge Gonzalez Meraz 灌漑排水部研究員

Mrs. Hortensia Ruiz Magallanes 汚水処理部研究員

Mrs. Cecilia Tamasini Ortiz 汚水処理部研究員

Mrs. Patricia Herrera-Ascencio 国際協力部

＜日本側＞

在メキシコ日本国大使館

丸井　康順 書記官

JICA メキシコ事務所

山口　三郎 所長

1 － 6　終了時評価の手法

1 － 6 － 1　評価項目

評価ガイドラインの「評価 5 項目」に沿って、以下の点について調査する。

1）当初計画

2）受入体制（組織、カウンターパート配置、予算負担状況、供与機材の稼働・維持管理状

況等）

3）目的達成にあたっての阻害要因および促進要因
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4）協力成果：技術移転状況、目的達成度、協力実績

5）今後の協力方針

6）今後の案件実施にあたってフィードバックすべき具体的事項

1 － 6 － 2　評価手順

＜国内作業＞

1）派遣専門家の報告書等既存資料の分析および関係者からの情報収集

2）プロジェクト評価表案を作成

＜現地作業＞

1）プロジェクト評価表案の分析・検討

2）プロジェクト関係者との面談・協議

3）合同評価表案の作成・審議

4）合同評価表・ミニッツの日本側およびメキシコ側代表者による認証

1 － 6 － 3　評価調査に供した参照資料

1）1995 年 6 月 15 日付本プロジェクトの実施にかかる合意R ／D

2）上記ミニッツに記載されたプロジェクト実施計画

3）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

4）派遣専門家の業務計画書および業務報告書

5）実施期間中にプロジェクトで作成されたその他の文書・資料
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第 2 章　研究協力実施の枠組み

2 － 1　研究協力の背景

メキシコにおいては、逼迫する「水需給問題」は「大気汚染問題」に匹敵する大きな問題であり、

特に、国家開発計画の重要な柱である農業部門においては、有限な水資源の有効利用を図ること

が緊急かつ重要な課題となっている。

また、最近の生活水準の向上により、水資源の不足と水質悪化が深刻な問題となっており、特

に、農村部においては、農業用水が生活雑排水などによる汚染のため営農用水として利用できな

くなるなどの事態が発生している。

このような状況のなか、農業用も含めた水資源の持続的な開発に関する研究を実施している国

立水工学研究所（IMTA）は、国家水委員会、環境天然資源漁業省との連携のもと、農業用水の水

質改善に向けた汚水処理技術の開発を推進しているが、農村地域の適性な水質改善技術の確立ま

でには至っていない。この問題の緊急性および重要性にかんがみ、これらの現状をより効果的に

改善するため、わが国に本件研究協力を要請してきた〔実施期間：1995 年 12 月 1 日から 1998 年

11 月 30 日（3 年間）〕。

2 － 2　研究協力の目標

農村地域を対象とした汚水処理技術の改善を通して、有限な農業用水の有効利用を図る。特に、

3000 ～ 5000 人の居住者がいる農村地域の生活排水を対象として行う。

2 － 3　受入機関の概要

国立水工学研究所（IMTA）は、メキシコの水に関して総合的に研究を実施している国立研究機

関であり、300 人以上の研究者を要している。IMTA の研究対象分野は、水文気象、水資源開発、

水利用（農業用水、上水、工業用水）などと水にかかわる全般にわたる幅広い分野であり、これ

らの研究と技術普及のために IMTA は、各分野ごとに 6 つの局を設けており、各局には 4 つの部

が設置されている。

2 － 4　研究協力の計画

（1）農業水質

1）汚水の水質の調査および確定

2）汚水の生物学的処理技術の改善

3）大腸菌と寄生虫卵の除去システムの改善
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4）汚水の物理、化学的処理技術の改善

5）汚水からの窒素、リンの除去システムの評価

6）改善された農業用処理システムの評価

7）モニタリングシステムの改善

（2）土壌・作物への影響（＊主体 IMTA）

1）土壌および作物の大腸菌についての研究

2）水質が及ぼす土壌特性の研究

3）水質が及ぼす灌漑方法の研究

（3）技術セミナー

年間 1 回程度のセミナーを実施
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第 3 章　投入実績

3 － 1　日本側投入実績

3 － 1 － 1　専門家の派遣

長期：2 名（「農業水質および汚水処理」および「水質解析」を継続的に派遣）

短期：2 ～ 3 名をめどに、「物質収支」「生物処理」「モニタリング」「施設設計」「環境影響」な

どの専門家を必要に応じて派遣。

3 － 1 － 2　研修員受入

各年度 2 名程度のメキシコ側カウンターパートのわが国への研修受入。

3 － 1 － 3　供与機材

3 年間で約 1 億円（単独機材 6200 万円を含む）の機材を供与（詳細は資料 1「ミニッツ」の

ANNEX 2 参照）。

3 － 1 － 4　現地業務費

3 年間で約 1800 万円の業務費を支出（詳細は資料 1「ミニッツ」のANNEX3 参照）。

3 － 1 － 5　国内支援体制

本件協力の実施にあたっては、プロジェクトが円滑かつ効果的に運営されるために、プロジェ

クトが抱える技術的課題について検討を行い、その結果を当該プロジェクトに提供し、技術的

側面から支援することを目的に国内支援委員会を設けた。同委員会は、主に、技術的見地から

プロジェクトの協力計画・実施計画に関する事項、プロジェクト推進上の技術的諸問題に関す

る事項などについて検討を行った。

3 － 2　メキシコ側投入実績

3 － 2 － 1　カウンターパートの配置（詳細は資料 1「ミニッツ」のANNEX4 参照）

リーダー：国立水工学研究所汚水処理部主任研究官

研 究 員：国立水工学研究所水処理部研究官

研 究 員：国立水工学研究所灌漑排水部

研 究 員：国立水工学研究所水質部
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3 － 2 － 2　提供施設等（詳細は資料 1「ミニッツ」のANNEX6 参照）

長時間ばっ気処理施設：制御室、送風機室、塩素注入室、前処理施設、流量調整槽、計量槽、

ばっ気槽、沈殿槽、消毒槽、汚泥乾燥床

研究室：物理・化学過程エリア、生物過程エリア、物理モデルエリア

実験温室：試験生育床 12 床、温度センサー、温度調整ファン、ポンプ等灌漑システム一式

3 － 2 － 3　購入機材（詳細は資料 1「ミニッツ」のANNEX5 参照）

3 年間で約 10 万 1000 ペソの機材を調達。
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＜課題Ⅱ　土壌・作物への影響＞

処理水の再利用による土壌および作物への影響の確認調査を行うため、IMTA 汚水処理施設に

隣接して、次のような機能を有した試験温室および温室内圃場を設置した。

（1）試験床の概要

1）試験用灌漑水と試験床

a）試験用灌漑水

試験研究用灌漑水は、次の 4 種類とした。

①生汚水、②未消毒処理水、③消毒済み処理水、④水道水

b）試験床

試験床は、次の 4 種類の灌漑水の平均値を得るため、各 3 床とし、合計 12 床とした。

試験床 1 床当たりの規模は、幅 0.7m、長さ 4.8m、土壌厚平均 0.4m とした。

c）試験床の土壌

試験床の土壌は、在来土壌としての影響を避けるため、未使用土壌（森林土壌）を搬入

した。

d）試験床の覆蓋

試験床は、雨水による影響の排除および温度調整を可能とするため、ビニールで覆うと

ともに、送風設備を設けた。

＜課題Ⅲ　技術セミナー＞

セミナーの開催：本研究協力による成果を踏まえ、汚水処理技術を国内および国外に広く伝達

を図るため、汚水処理研究者を対象として IMTA 構内に設置した試験プラントを活用した小規模

汚水処理技術に関するセミナーを、年 1 回当たり開催した。

＜課題Ⅳ　現地調査＞

メキシコの汚水処理の現状を調査：3 年間で 10 回の現地調査と 2 回の聞き取り調査を行い、メ

キシコでの小規模汚水処理の現状を調査した。

4 － 2　研究協力の成果

＜課題Ⅰ　農業用水質の確保＞

（1）汚水の原単位の概定

メキシコで実施された調査資料を収集するとともに、IMTA 構内からの汚水を調査し、結

果をまとめて、設置した汚水処理施設の処理機能確認の資料とした。
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（2）設置した汚水処理施設による機能確認

汚水処理施設の性能を確保するには、汚水処理施設の特性に見合う単位装置を設置すると

ともに、単位装置が具備する機能を十分に発揮させる運転技術が欠かせない。

本研究協力においては、設置した汚水処理施設の単位装置について、次のような運転技術

に関する手法の伝達と機能確認を実施した。

1）流速分布

ばっ気槽内における活性汚泥の流速分布の測定方法の伝達・実施と、測定結果のまとめを

行った。

2）運転条件による流速分布の把握

ばっ気槽内に設置したミキサーおよびブロワの運転条件に応じた流速分布を測定し、デー

タの解析を行った。

3）酸素移動容量係数

ばっ気装置の酸素移動容量係数の把握は、施設の設計および処理機能を確定するうえで

重要な指標である。

このため、ミキサーおよびブロワの運転条件に応じた酸素移動容量係数算出方法の伝達と、

測定結果による係数の算出を実施した。

4）運転方法による性能の比較確認

安定した汚濁除去性能の確保のためには、ばっ気槽の運転手法を確立する必要がある。

本研究協力では、連続流入による連続ばっ気運転と、間欠ばっ気運転の比較試験の実施に

よる処理性能の比較確認を実施した。

5）消毒液の混合特性試験

消毒槽における消毒液の混合特性試験技術の伝達と、運転条件に応じた測定および解析を

実施した。

塩素ガス消毒施設については、施設の規模などから十分に機能しなかった。

（3）運転制御指標等の確立

設置した汚水処理施設により、有機物の除去性能としてBOD、SS をそれぞれ 30mg ／以下

を確保するための運転制御指標を見いだすとともに、施設の規模縮小と可能な限りの省エネ

運転手法の確立をめざし、次のような試験を行った。

1）ばっ気方法による比較確認の実施

ばっ気槽の連続ばっ気と間欠ばっ気による有機物除去の比較試験を実施し、目標水質を満
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たす知見を得た。

2）人工負荷の添加および滞留時間試験

人工負荷の添加および滞留時間の違いによる有機物除去性能の試験と解析を行った。

3）施設の規模縮小

施設の規模縮小をめざした研究については、十分に検討を行えなかった。

4）省エネ運転

間欠ばっ気による省エネ運転の有効性を実証した。

（4）高度処理のための自動運転制御技術と指標などの確立

処理水の再利用にあっては、富栄養化防止の観点から、窒素・リン除去による高度処理を

行うための適正な運転制御指標を見いだすことが必要である。

本研究協力においては、自動制御による高度処理技術の伝達と性能確認試験の実施による

解析を行った。

1）窒素除去の確認

連続ばっ気と間欠ばっ気による窒素除去の性能の比較を行い、間欠ばっ気による優れた窒

素除去性能を確認した。

2）人工負荷の添加による高度処理

高度処理においては、汚水の高負荷時にあっても処理性能を安定して確保することが求め

られる。

本研究協力においては、人工負荷の添加による有機物、窒素除去性能の確認と解析を行っ

た。

3）運転方法による高度処理性能の比較確認

窒素除去にかかる高度処理運転には、マニュアル運転による間欠ばっ気法とDO の自動制

御方法がある。

本研究協力においては、この 2 方法について比較運転試験を行い、DO 自動制御により、さ

らに安定した除去性能が得られることを明らかにした。

4）技術セミナーにおける DO 自動制御技術の指導

メキシコなどにおけるDO 自動制御技術は、実施されていないことから、本研究協力の試

験成果を技術指導のための報告書として作成し、セミナーにおいて活用した。

5）リン除去性能の確認

リン除去の低コスト化と性能の安定は、高度処理における重要な課題である。

本研究協力では、設置費用が低コストで、かつ、維持管理が容易な施設として、塩化第 2
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鉄添加によるリン除去試験を行い、性能の解析を行った。

（5）処理水の消毒技術の確立

処理水の再利用にあたっては、処理水中の大腸菌および寄生虫卵の除去システムの確立が

衛生上欠かすことのできない重要な点である。

大腸菌などの除去システムには、塩素消毒、紫外線消毒、オゾン消毒などがある。

これらの方法のなかで、設備費が廉価であり、維持管理が容易で、維持管理費が安く、確実

な消毒効果が得られる方法は、塩素消毒である。

本研究協力では、これらについて比較試験を計画したが、紫外線消毒、オゾン消毒につい

ては、機器の調達事情などの理由から実施できなかった。

1）塩素ガスによる消毒試験

塩素ガスの添加量、残留塩素量と消毒後の処理水中の大腸菌群数の関係を解析した。

2）室内実験による次亜塩素酸カルシウム液実験

室内実験において次亜塩素酸カルシウム液による添加量、残留塩素量と消毒後の処理水中

の大腸菌群数の関係を解析した。

（6）モニタリングシステムの構築

本研究協力では、IMTA に設置した小規模汚水処理施設に、次のような管理項目について、

センサーからモニタリングシステムとあわせて水質分析項目を集積したデータベースを構築

した。

このデータをワークステーションに導入することにより、汚濁負荷変動などの運転条件に

対応した処理特性についての解析を行い、より高度な運転指標などへの活用が可能となる。

（センサーからのモニタリング項目）

DO 計、ORP 計、pH 計、MILLS 計、水位計、水温計、風量計、流量計

（水質分析項目）

BOD、SS、T －N、NH4 －N、NO2 －N、NO3 －N、T －P、PO4 －P、総大腸菌群数、糞

便性大腸菌群数、寄生虫卵、その他

＜課題Ⅱ　土壌・作物への影響＞

本課題の研究については、IMTA の研究者が主体となって行った。

研究方法は、汚水処理施設に隣接した試験用温室圃場において、次の 4 種類の灌漑用水により、

3 種類の栽培対象作物について比較試験を計画したが、試験期間などの都合から、ハツカダイコン、
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レタスについての試験を行った。

灌漑用水：生汚水、未消毒処理水、消毒済み処理水、水道水

栽培対象作物：試験完了……ハツカダイコン（根菜類）、レタス（葉菜類）

試験未了……ミニトマト（果実）

（1）作物の生育、病原菌などの挙動調査

1）生育状況

作物の栽培試験としてハツカダイコンを用いた実験では、未消毒処理水を与えた試験床が

最も生産性が高かった。

2）大腸菌群数の残存状況

灌漑用水として生汚水および未消毒処理水を用いた試験床が、大腸菌群数においてメキシ

コの基準値を超える場合があった。

消毒済み処理水を用いた試験床は、常に基準値以下であった。

（2）灌漑方法、汚水の処理レベル指標調査

灌漑方法の良否および必要な汚水の処理レベルの指標を見いだす調査を行った。

灌漑方法としては、畝間灌漑により試験を行った。

1）畝間灌漑による試験結果

畝間灌漑による試験結果は、処理水のSS 濃度が 30mg ／リットル以下（EPA 参考値）であ

れば、灌漑用水として糞便性大腸菌群数、寄生虫卵を指標とする衛生上の問題がないことを

確認した。

＜課題Ⅲ　技術セミナー＞

セミナーの開催：IMTA 構内に設置した汚水処理施設を活用した、小規模汚水処理技術に関す

るセミナーを年 1 回当たり開催した。

（1）第 1 回セミナー開催

1995 年 9 月：メキシコ国内だけでなく中南米5 カ国からの研修員も含めた国際技術セミナー

を開催、汚水処理技術の基本原理となる「完全混合槽における動力学」および「日本における

回分式活性汚泥方式とその事例紹介」の講演を行った。
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（2）第 2 回セミナー開催

1996 年 9 月：メキシコ自治大学大学院モレロスキャンパスの新入生に対するオリエンテー

ション講座において、大学院新入生および IMTA 研究者ら 14 名を対象として日本の汚水処理

技術（自動制御システム、リン除去技術）について講演を実施した。

（3）第 3 回セミナー開催

1997 年 2 月：IMTA 研究者ら 22 名に対して日本の汚水処理技術（膜処理技術）について講

演を行った。

（4）第 4 回セミナー開催

1998 年 4 月：IMTA 研究者および技術者ら 21 名を対象とする汚水処理関係の研修会におい

て、長時間ばっ気による窒素除去技術について講演を行った。

（5）第 5 回セミナー開催

1998 年 11 月：国際セミナーを開催してメキシコ内外の研究者、技術者ら 25 名を対象とし

て、本研究協力の成果を技術移転した。

＜課題Ⅳ　現地調査＞

足かけ 4 年間で 10 回の現地調査と 2 回の聞き取り調査を行い、メキシコ国での小規模汚水処理

の現状を調査した。

（1）1995 年 6 月：トゥーラ市近郊のメスキタル谷・エンドー湖および周辺農地を現地調査

（2）1995 年 8 月：メキシコ市下水道局実験施設および水質分析施設視察調査

（3）1995 年 9 月：メキシコ市近郊テスコ湖およびその関連ラグーン処理施設を現地調査

（4）1995 年 12 月：ゲレロネグロ汚水処理施設および砂漠地域農業利用調査を実施した。

（5）1996 年 3 月：メリダ市の廃水処理の現状およびカンクン市（旧市街とホテル区域）の処理状

況を現地調査した。

（6）1996 年 4 月：メキシコ北部および米国カリフォルニア州の処理施設などの視察調査
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（7）1996 年 12 月：モレロス州内の汚水処理 3 施設を視察、メキシコ州トルーカ・テルノ施設の

視察を行った。

（8）1997 年 7 月：CNA 本部に汚水処理対策などの聞き取り調査を実施した。

（9）1997 年 7 月：SEMARNAP に汚水処理対策などの聞き取り調査を実施した。

（10）1997 年 9 月：IMTA が実施したゲレロス州チルバンシンゴ周辺での流域調査に随行して、

同地域の生活廃水処理状況の調査を実施した。

（11）1998 年 11 月：メスキタル・バレー地区の汚水灌漑の状況およびチャパラ湖周辺の汚水処

理施設の視察を行った。
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第 5 章　評価 5 項目

5 － 1　目標達成度

5 － 1 － 1　投入目標の達成状況

本研究協力は 1995 年 12 月 1 日から 1998 年 11 月 30 日までの 3 年間にわたり、長期専門家 2

名、短期専門家 8 名、ならびにカウンターパート 4 名（詳細は資料 1「ミニッツ」のANNEX4 参

照）により実施された。R ／D に基づいて、研究協力の目的、各研究活動プログラムの目標およ

び効果は、下記 5 － 1 － 2「研究成果における目標の達成状況」に記す。いくつかの課題を除き、

おおむね達成されたと判断される。

日本国内でのカウンターパート研修、機材供与を含む今回の一連の研究協力を通じて、最新

の研究方法論が IMTA 側に技術移転され、それを IMTA 側でさらに発展させることで、IMTA

の研究活動能力が向上する結果となった。また、各研究活動を実施するなかで、さまざまな議

論と日本側専門家からのアドバイスが、研究の質の向上に貢献した。

本研究協力の成果としては、研究方法論の開発、科学的基本データの提供、汚水処理技術の

向上、機材供与と普及可能な技術の移転などがあげられるが、これらすべての成果は、メキシ

コ農業の持続可能な発展に役立つものと思われる。

5 － 1 － 2　研究成果における目標の達成状況

各課題ごとの研究成果は、日本側専門家の精力的な努力と IMTA 側の周到な研究活動により、

満足できるものであった（詳細は資料 1「ミニッツ」のANNEX7 参照）。

いくつかの課題については、予算的、時間的制約から十分な成果が得られなかったが、これ

らについては、さらに IMTA で研究を継続し、現時点での成果を確たるものにする必要がある。

具体的には以下の課題（詳細は資料 1「ミニッツ」Evaluation Sheet を参照）。

（1）汚水処理施設の規模縮小の検討

（2）処理水の消毒方法の比較実験

（3）温室内でのトマトやイチゴを使った研究

また、本プロジェクトは IMTA 内で発生する汚水を用いた研究であったため、一般の生活排

水とは条件が異なる。したがって、今後は農村地域において、処理場を用いて本研究成果を実

証することが必要である。

5 － 2　効果

本研究協力による効果としては、農業利用と富栄養化防止という観点から、メキシコの灌漑用
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水、湖水などの保全に貢献し、さらには、今後、農村地域における環境ならびに公衆衛生の保全

に寄与することが期待される。

また、短期的には日本側からの機材供与、技術移転に伴い IMTA の研究活動能力が向上する効

果があった。

周辺諸国への技術伝播という面では、今後 IMTA、メキシコ政府の協調的かつ主体的な活動が

求められる。

5 － 3　実施の効率性

3 年間という短期のプロジェクトでは、インフラ整備の遅れはプロジェクト全体に大きな影響を

与える。汚水処理施設の完成が、予算上の制約から当初の計画より 1 年以上遅れたことにより、多

くの課題実施が影響を受けた。しかし、効率的かつ周到な計画のもとに研究が実施され、期待さ

れた成果は十分に得られたといえる。

5 － 4　計画の妥当性

現在、メキシコでは、灌漑用水によるイチゴの病原体汚染を例として、限られた水資源の汚染

が進行し、危機的状況を生み出しつつある。メキシコ政府も農業用水をはじめとする慢性的水不

足問題、取水源の富栄養化などによる汚染問題などの国家的課題に対する社会的要求に対応して

いく必要があり、持続的なメキシコ農業の発展において特に環境面を重視した施策が重要との認

識を有している。

このような状況のもと、農業用水資源の有効利用を図ることを目標とした本プロジェクトの妥

当性は十分にあったといえる。一部の灌漑実験は現時点で未了であるために、引き続き IMTA が

実験評価を継続していく必要があるが、今後、その成果の利用の重要性が増すことは必至であり、

IMTA による本研究成果の普及が望まれる。

5 － 5　自立発展性

5 － 5 － 1　環境行政的見地から考察した自立発展性

前述のとおり、現在メキシコ政府は環境保護政策を重視しており、本研究成果に対しても高

い関心を示している。また、汚水処理技術の改善に対する社会的要求も強まっている現状にお

いて、IMTA は本研究の成果をもって、持続的な水資源開発に関心の高い政府担当者らに対し、

これら諸問題への対応策を促進させるような提案を行うことができると考えられ、政策面で本

プロジェクトの成果を反映していくことが期待される。
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5 － 5 － 2　経済的見地から考察した自立発展性

IMTA の財政は国家予算、CNA（国家水委員会）からの繰入れ、および民間企業などからの委

託研究によってまかなわれているが、メキシコ財政事情の逼迫により、研究活動に必要な予算

の確保が困難になりつつあるのが現状である。その一方で、本プロジェクトの成果活用が期待

されている側面もあり、IMTA と政府が協力して積極的にその活用を後押しすることが求めら

れる。また、今後、メキシコの経済事情に基づいて、本研究成果の経済的効果を分析し、さら

に適正技術に向けた研究の推進が必要である。

5 － 5 － 3　技術的見地から考察した自立発展性

本研究活動で日本側から投入された技術および機材は、ほぼ十分に活用され、また実験設備

の維持管理もある程度整備されている。実験プラントは特に活性汚泥方式に基づく汚水処理シ

ステムのモデルプラントとして、今後も各種研究、研修などに活用されていくと思われる。あ

わせて、分析ラボについても ISO9000 シリーズ認可取得後には、さらに IMTA 内外に活躍の場

が広がると予想される。
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第 6 章　評価結果総括

6 － 1　評価総括

（1）総括

以下に示すとおり、本協力は一応その目的を達したと評価してよい。

1）IMTA に供与した機材は、ほぼ十分に有効活用され、今後、分析ラボも公的認可を経て

さらに発展的に有効利用されることが期待できる。また、実験プラントは研究用の設備を

十分に有することから、今後、研究を発展させるとともに、研修用の施設としても十分に

有効活用が可能である。なお、本プラントは IMTA の汚水を処理する実施設としての役割

をも有しているため、研究を兼ねた処理機能の維持・向上は、永続的に行われると考えら

れる。

2）IMTA 研究員への知識・技術の伝達は十分になされたと評価してよい。IMTA にはメキ

シコ内でも総じて優秀な人材が集められており、研究活動のなかで実際にプラントや装置

を動かし、また、結果をまとめる過程で日本側の知識および技術は十分に伝達されたとい

える。

3）目標としていた研究課題はおおむね達成されたといえる。特に、富栄養化防止のための

窒素除去を目的とした間欠ばっ気運転および自動制御運転によって、ばっ気のための電力

消費量が大幅に節減可能なことが実証された。

（2）成果をあげた要因

1）IMTA 研究員のおそらくは未経験による誤解なども少なくなかった実情はあるものの、日

本側専門家の非常に粘り強い対応と、自ら実行してみせる実行力が成果をあげた最も大き

な要因であった。

2）理想的ではないにせよ、まずもって十分な機材の供与が研究協力を効率的に行えた要因

であった。

3）国内支援委員会による強力なバックアップが、協力の過程で生じた諸問題の解決に向け

て大きな支えとなった。

（3）残された課題

評価表（資料 3）に示すとおり、課題Ⅱ－ 3 で示した課題については予算的・時間的な制約

から十分な成果をあげるまでには至らなかった。また、設計上の小さなミスも散見された。3

年という協力期間では、インフラ整備の遅れや設計などのミスが当初目的の達成に少なから



─ 22 ─

ず影響を与える場合がある。今後、残された課題を中心に IMTA 独自で研究を進める必要が

ある。

6 － 2　提言

（1）現場普及に向けた努力

今後、IMTA は本協力によって得られた成果の普及を図るよう努力する必要がある。IMTA

は、メキシコにおける水資源関連の中核的研究機関であることから、およそすべての新技術

は IMTA から発せられるといってよい。IMTA が、農業関係、水関係の行政機関との連携を

踏まえて、技術の発信基地としての役割を十分に果たすことが望まれる。

（2）第三国への技術の普及

海外への技術協力を効率的に進めるには、わが国が伝達した知識・技術を、さらにメキシ

コ・IMTA が近隣諸国に研修などの機会を通じて伝達することが望ましい。IMTA は、これま

でも中南米諸国を主な対象として幅広いテーマで研修を実施してきているため、国際的にも

技術普及の中核的機関としての役割が期待され、また、その能力を十分に備えていると考え

られる。

（3）今後の IMTA への協力について

IMTA は、日本との協力関係の継続を希望している。しかしながら、本協力では、十分なカ

ウンターパートの配置がなされたとはいいがたく、また、日本への研修員がその後必ずしも

本プロジェクトに参加していない場合もあり、IMTA の組織的対応に積極的な姿勢が感じら

れない面もあった。このため、IMTA との今後の協力関係については、その主体的・積極的な

自立的発展への努力を冷静に見守る必要がある。

（4）カウンターパートの設定

本協力において、予算的・人事的重要事項について、日本側専門家からの申し入れを組織

政策的な部分に反映させることが困難であった要因として、メキシコ側カウンターパートが

実務担当者であったことがあげられる。途上国における慢性的人的資源不足はあるものの、本

件のような研究協力実施に際しては、カウンターパートとしてある程度、予算的・人事的権

限を有する者を設定しておくことが望ましいといえる。加えて、協力内容を研究・実務レベ

ルで十分理解可能な実務担当者をカウンターパートとし配置する必要がある。プロジェクト

実施国の実情を踏まえた慎重なカウンターパートの設定に留意する必要がある。
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（5）その他

いうまでもないが、メキシコ側実施機関・専門家・JICA 事務所の協力体制の構築がプロジェ

クトの円滑な実施には不可欠であり、このためには、定期的な意見交換などの場が設けられ、

関係者が共通認識を有することが重要である。本協力では、この点が若干不十分であった。今

後、より着実で強固なものにする必要がある。
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